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学生一人当たり公財政支出 [OECD各国：高等教育機関]（2014年）

出典：OECD「図表でみる教育」OECDインディケータ（2017年版）より作成（2014年データ）
OECDは、日本の公的・私的教育機関別の学生一人当たり公財政支出は公表していない。そのため、国立大学については、各法人の『財務諸表付属明細書』（平成27年度）におけ
る「運営費交付金債務」「運営費交付金以外の国等からの財源措置の明細（施設費の明細・補助金等の明細）」を合計し作成、私立大学については、『今日の私学財政（大学・短
期大学編）』（平成28年度）「大学法人」の「事業活動収支計算書（大学部門）」の「経常費等補助金」と「施設設備補助金」の合計から「地方公共団体補助金」を除いて作成。
OECDのデータは各国通貨による算定結果を購買力平価（PPP）で米ドル換算したものであり、その額に日本のPPPレート(102.47円)を掛けて円に換算した。

国立大学生への公財政支出は世界最高水準を維持
学生数の約８割を占める私立大学は最下位のチリをも下回る

国私間格差
13倍！

日
本
私
立
大
学

日
本
国
立
大
学

早稲田大学
17.0万円/人（2014年度）
18.5万円/人（2018年度）
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我が国の科学技術の現状 –科学技術関係予算と研究費-

参照：科学技術・学術審議会学術分科会 研究環境基盤部会（第102回）2019.3.27 参考資料より
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主要国の自然科学系の博士号取得者数と論文数の推移
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自然科学系※の博士号取得者数の推移（2000-2014） 全分野Top10％補正論文数の推移（2000-2014）

中国：31.8

アメリカ：29.8

インド：10.2
日本：5.9

韓国：5.5

中国：27

アメリカ：54

日本：6

韓国：4

※biological, physical, earth, atmospheric, ocean, and agricultural
sciences; computer sciences; mathematics; and engineering

出典：NSB「Science & Engineering Indicators 2018」
Natural sciences and engineering doctoral degrees, by 
selected country: 2000–14 のデータをもとに作成

（体裁は、「中央教育審議会大学分科会大学院部会審議まとめ参考資料」
文部科学省をもとに作成しています）

注：Top10％補正論文数とは、被引用回数が各年各分野で上位10％に入る論文の抽出後、
実数で論文数の1/10となるように補正を加えた論文数を指す。
分析対象は、Article, Reviewである。年の集計は出版年（Publication year, 
PY）を用いた。全分野での論文数の単年、整数カウント法である。被引用数は、
2017年末の値を用いている。Top10％（及びTop1％）補正論文数は22分野
ごとに抽出しているため、分野分類できない論文は除外して算出している。

資料：クラリベイト・アナリティクス社 Web of Science XML (SCIE, 2017年末バージョ
ン)を基に、科学技術・学術政策研究所が集計。

出典：文部科学省 科学技術・学術政策研究所、「科学技術指標2018」を基に、
早稲田大学 研究推進部が加工・作成。

中国、アメリカ他各国は、増加を続けているが、日本は横ばいから微減傾向

（千人） （千件）
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早稲田大学の収入構造

学費
63.1％

学費
63.2％

経常費等補助金
11.4％

経常費等補助金
11.9％

総額
1,049.6億円

総額
1,048.9億円

学生数
55,108人

学生数
52,432人

2,676人 減

2015年度 2018年度

学費負担 増
※学生1人当たり平均4％ 増額

学生数は減少
収入構造は変わっていないため、学費増額をせざるを得ないが、現在の景気状況や大学間競争の中
では学費の増額は避けたいことから、民間企業との受託研究等受入を増加させていく必要がある。

研究の事業化

受託事業
付随事業等収入

8.3％
受託事業

付随事業等収入
7.2％

学生数 収入総額
（人） （百万円）

1992年度 50,226 66,520 60%
2001年度 53,097 84,285 61%
2008年度 57,137 107,530 59%

学費
割合

（参考）過年度の収入状況
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本学の立ち位置 -受入研究費の推移-
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2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018

金額（億円） 科学研究費助成事業
補助事業
受託・共同研究（公的）
受託・共同研究（民間）
研究助成金

金額（億円）

96.3
103

108.9 108.1
103.8

106.5
111.9

間接的経費

2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018

間接経費
※1 8.2 9.3 8.7 9.5 9.8 9.9 9.9

特殊間接
経費※2 - - - - 0.1 0.2 0.4

一般管理
費※3 4.6 5.3 5.9 6.1 6.8 6.9 8.8

間接的
経費 12.8 14.6 14.6 15.6 16.7 17.0 19.1

（億円）

＊１：競争的資金間接経費とは、内閣府総合科学技術会議の定める競争的資金の直接経
費に対して一定比率（原則30％）で手当され、研究機関の運営等に必要な経費と
して措置されるもの。

＊２：特殊間接経費とは、内閣府総合科学技術会議の定める競争的資金ではないが、同競
争的資金の間接経費に準じて執行するよう資金元より指示のある間接経費。2015年
度に国立研究開発法人日本医療研究開発機構（AMED）が設立されて以降、同
様の扱いの間接経費が増えている。

＊３：本学規程「学外機関等との学術研究提携等に伴う一般管理費受入に関する要綱」に
基づき、学外機関等との学術研究提携等により大学が受け入れる資金のうちから大学
が負担する経費の一部を一般管理費として受入れるもの。
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博士課程学生の増加に向けて

産業界と共創した高付加価値製品からの利益を大学との共同研究に再投
資し、研究費で雇用する（生活費・学費の支給）博士学生と共に、産業界
ニーズを満たす世界唯一・最先端の技術を共同開発し、これを通し即戦力・
創造性の高い世界レベルの博士を育成、持続的競争力強化を目指す。

即戦力・創造性の高い世界レベルの博士を育成するシステムの
構築とともに、科研費を含む公的研究費においても博士課程学
生への学費・生活費支援ができる仕組みが求められる。
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受入研究費の増加に向けた新たな投資 – 研究スペースの拡大 －

新研究開発センター(早稲田鶴巻町513) 2020年3月竣工
「リサーチイノベーションセンター」～新たな大型産学連携拠点の構築～

産官学コンソーシアム型研究を展開。オープン・クローズ研究開発専用施設
総工費100億円 地上6階 地下2階 総床面積約18000m2
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新たな方向性実現に向けた研究推進の基本方針 -オープン・イノベーション・エコシステムの構築-

• 知財ライセンシングの充実：現金・株等
• 起業家とベンチャーキャピタル・投資家からなるインキュ

ベーション・コミュニティの形成
• バリューアップに向けたマッチング支援 等

③ベンチャー創出・育成

• ワンストップ窓口
• 知財創出支援：特許申請・審査
• 知財活用支援：ライセンシング
• 産業界とのマッチング支援(WOI含む）
• シーズ技術紹介（広報）
• ニーズ解決に向けた学内チーム構築
• 契約支援（見積,学生含むNDA・知財）
• 研究費管理・研究倫理講座受講支援 等

②産官学連携推進

• 博士学生雇用（世界で輝く人材育成）
• トップ研究者の雇用
• 若手研究者の基礎研究充実（次代中核等）
• 競争領域産学連携研究スペースの提供
• 研究者/研究組織インセンティブ（報奨・講義軽減、

評価を伴った予算配分等）
• トップ論文誌、国際会議掲載支援 等

①研究活性化

早稲田大学

産業界

世界に有用な高付加価値製品・サービス

ビジネスモデル構築(標準化含め)

産学連携競争領域研究開発・実用化

大学発ベンチャー

＜社会貢献・政策提言＞ ＜ニーズ・研究費＞

産学連携研究

社会・国

＜研究チーム・知財＞
教員・大学院生・産業界技術者・研究者参加。
産業界からのニーズに基づく未知問題解決・実用
化に挑む

＜創出・育成＞

＜技術者＞ ＜新技術＞
＜マッチング＞

＜シーズ紹介＞

＜ニーズ・研究費＞

＜社会貢献・政策提言＞ ＜ニーズ・研究費＞

＜共同開発技術・知財＞
＜高度人材＞

信頼・協力
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新たな方向性実現に向けた研究推進の基本方針 -産官学連携を推進するための体制整備-

研究戦略部門

研究推進部

理事会
副総長（研究推進担当）

ｲﾝｷｭﾍﾞｰｼｮﾝ
部門

研究企画課

研究支援課

研究マネジメント課

本部事務機構

リサーチイノベーションセンター（RIC）

ｵｰﾌﾟﾝｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ推進部門

【対外呼称】研究戦略ｾﾝﾀｰ 研究所 研究機構

支援

研究院ﾃﾞｰﾀ科学ｾﾝﾀｰ 各学術院

学術院・研究院
（研推主管）

国際部・教務部・
キャンパス企画部・
広報室・人事部

等

附属機関・研究教育ｾﾝﾀｰ
（研推主管）

支援

支援

【対外呼称】ｵｰﾌﾟﾝｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ戦略研究機構

連携

支援

企画
管理

研究実施
部局

連携

調査・分析・評価、研究戦略の立案・提言
研究活動の推進・支援、人的ﾈｯﾄﾜｰｸの拡大 等

URA：12名
※1 大型創造G、情報収集・分析Ｇ、
研究拠点形成・発展Ｇ、アウトリーチG

文部科学省ｵｰﾌﾟﾝｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ機構整備事業の遂
行、文部科学省事業を通じた大型共同研究創出
策の検討 等

7つの研究ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ（ﾘｻｰﾁ・ﾌｧｸﾄﾘｰ）
CM：2名※2
FCM：11名※3
CP：3名※4
URA：6名※5

※1:URA群を4グループに配置
※2:クリエイティブ・マネージャー
※3:ファクトリー・クリエイティブ・マ
ネージャー
※4:クリエイティブパートナーズ
※5:研究戦略部門のURAが兼
務
※6:プリンシパルインベスティゲー
ター
※7:弁理士等含めた知財マネー
ジャー、弁護士含めた法務マネー
ジャー。産官学連携推進部門の
ｺｰﾃﾞｨﾈｲﾀｰも兼務。

PI：7名※6
参画教員：4名
知財M：3名※7
法務M：2名※7

産官学連携推進部門

大学におけるﾋﾞｼﾞ
ﾈｽｲﾝｷｭﾍﾞｰｼｮﾝ活
動の支援 等

【対外呼称】
ｲﾝｷｭﾍﾞｰｼｮﾝ推進室

産官学連携の支援
特許権等の取得支援、
維持管理および保全措
置、特許権等の企業への
移転等の支援
研究費の申請、獲得、利
用および執行の支援 等

研究総合支援室

ｺｰﾃﾞｨﾈｲﾀｰ：10名
(技術・法務)ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ：8名

連携

研究推進
ワンストップ

サービス
申請
支援

受入
執行

技術
移転

ﾍﾞﾝﾁｬｰ
創出

早稲田研究推進ワンストップ窓口：2019年10月1日開設
Email：WasedaOneStopResearch@list.waseda.jp
https://www.waseda.jp/inst/research/
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産業界とのマッチング支援 -早稲田オープン・イノベーション・フォーラム：WOI-
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高等教育機関への寄付金促進

米国の寄付金規模は日本を大幅に上回る 米国 ： 日本 ≒ 20 ： 1

【参考文献】
・「企業や個人から大学教育に対して投じられた資金等に係る諸外国の税制に関する調査研究 報告書」 （平成30年3月） 公益財団法人 未来工学研究所
・平成30年度 文部科学省寄付フォーラム 寄付に係る基礎資料」（平成30年7月12日）文部科学省
・Council for Aid to Education 
・早稲田大学 寄付のご報告（https://kifu.waseda.jp/report/result）

【米国における税制優遇制度】
■個人による寄付金

・寄付内容により、所得の30％又は50％控除
・上限を超えた場合は、5年間繰越可能
・70.5歳以上の場合、個人退職口座から年間
10万ドルまでは非課税

【日本における税制優遇制度】
■個人による寄付金

・所得控除または税額控除を選択
適用額は、所得の40％

（税額控除の場合は所得税額の25％限度）

■企業による寄付金
・一定金額または全額損金算入

■評価性資産寄付へのみなし譲渡所得税の
非課税承認
・学校法人は土地・建物のみ対象であったが、
H30より株式も追加。

■相続税の免除
・相続財産を寄付した場合、非課税。

■企業による寄付金
・所得の10％を限度として損金算入
・上限を超えた場合は、5年間繰越可能

■贈与・遺産（個人）
・贈与税、遺産税共に寄付金は無制限に控除

2018年度寄付総額比較 スタンフォード大学 ： 早稲田大学 ≒ 30 ： 1
（約1221億円） （約39億円）
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以降、参考資料
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本学のおける研究支援： 特定課題
■制度趣旨
「外部資金を活用することで、自立した研究環境の構築・維持を目指す」研究者を支援するための学内助成金

■支援内容

■申請条件（共通） ： 科研費を含む外部資金への応募

種目名
交付上限金額

目的

研究基盤形成
30万円

研究分野を問わず、外部資金へ応募する研究基盤の形成を支援する。また、外部資金によ
る研究活動を補完的に支援する。

若手・アーリーキャリア支援
20万円

若手・アーリーキャリア研究者を支援する。研究費の支援だけではなく、研究計画調書の書き
方についてフィードバックを行う。

新展開支援

400万円

新たな展開と高度化を目指す個人または個人が核となって行う特に優れた研究を支援する。
科研費に採択された経験がある研究者が、新たなあテーマで科研費を獲得することを支援す
る。

科研費連動
Ⅰ.研究継続支援タイプ

20～300万円

科研費を活用した継続的な研究活動に対し支援を行う。前年度まで自身が代表者の科研
費採択課題を持っていた研究者が、当年度新規応募した科研費に全て不採択となり、研究
代表者としての科研費が全て無くなってしまう場合、研究を継続させるための資金を支援する。

Ⅱ.評価連動タイプ
20～300万円

新規に応募した当年度の科研費が不採択となったが、「順位A」評価だった課題を持つ研究
者に対し、応募課題の発展もしくは新たなる課題の策定に向けた支援を行う。


